茨城県障害者自立支援給付支給事務等市町村指導要項

１　目的

自立支援給付に関する業務等が適正かつ円滑に行われるよう，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２条第２項，児童福祉法第１１条第２項及び地方自治法第２４５条の４の規定に基づき，市町村に対して障害者自立支援給付支給事務等の処理状況の指導を行う。

２　実施方法

　　指導は，市町村指導指針（平成２５年９月９日付け障発０９０９第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）に基づき実施する。

３　指導体制等
（１）実施体制

障害福祉課の職員が実施する。
（２）場所
　　　対象となる市町村市役所（役場）等において実施する。　　　

（３）対象市町村

　　　前年度の市町村指導の結果を考慮して，市町村の概ね１／４程度を選定して実施する。
（４）指導通知
　　　対象となる市町村に対して，１か月前に様式第１号により通知する。

４　資料の事前提出等

　　対象市町村は，「障害者自立支援給付費支給事務等市町村指導資料（別紙様式）」を提出する。

５　指導方法等

指導に当たっては，市町村指導指針「主眼事項及び着眼点」に基づき，関係書類を閲覧し，関係者からのヒアリング方式により実施する。

６　指導結果の通知等

（１）指導の終了後，関係者に対し講評を行うものとする。

なお，改善すべき事項については，その問題点を明らかにし，市町村が取るべき具体的措置の方法等について，技術的な助言等を様式第２号により行うものとする。

（２）（１）の文書通知に対する対応結果について，様式第３号により報告を求めるものとする。

付則

この要項は，平成２５年４月１日から施行する。

この要項は，平成２５年１０月７日から施行する。
この要項は，平成２８年９月２７日から施行する。
